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1．　はじめに

　200海里時代における漁業生産の維持増大を目標に、新しい技術の開発とし

て、浮魚礁研究が1978年より水産庁を中心に行われてきた。その後、水産工学

研究所をはじめとして、マリノフォーラム21等において実用化にむけての研究

が行われ、実海域での実証試験の結果を取り入れた概略の設計法がとりまとめ

られている。また、魚類の蝟集効果および漁獲効果についても、関係水産試験

場等により明らかにされ、成果がとりまとめられつつある。このような情勢に

おいて、事業化の要請が益々強くなってきている。

　しかしながら、マリノフォーラム21の実海域実験では、多くの浮魚礁モデル

が流出し、　2～3年の実験期間でも沖合いの海象条件の厳しい海域に定位させ

ることの困難さを知ることができる。したがって、浮魚礁の耐用年数が決定さ

れ、これに対して設計が行われるわけであるが、耐用年数を満足できるか、ま

た耐用年数後の処理はどうするのかといった問題に対して明確な回答は無く、

事業化には不安材料が多々存在している状況である。

2．　研究目的

　浮魚礁は、海底からロープ、ワイヤー、チェーン等の係留索によって位置を

保持し、浮魚類の蝟集・滞留・誘導を目的に設置される浮き施設である。また

浮魚礁は設置水深、礁体の形式により表層型、中層型および複合型に別られ、

係留方法も中層型では緊張係留、表層型、複合型では弛緩係留となり、係留方

法によって設計法も異なる。

　従来から、パヤオといわれる簡易型の表・中層型浮魚礁にっいては漁業者が

漁具として利用しており、経験から耐久性においては中層型が有利であること

が言われている。　したがって、研究としても緊張係留された中層型についての

ものが多く、表層型、表中層型についての研究はわずかである。　しかしながら，

流出し易い表層付近に設置される浮魚礁に要望が多く、早急の問題点の解決が

求められている。

　そこで、表層型、表中層型浮魚礁の波に対する応答、係留索に作用する張カ
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に関する水理実験および現地調査を行い、実際の設計に適用司能な設計法を確

立することを目的とした。なお、研究期間や実験施設の関係から、係留浮体に

作用する波力、波圧、および係留索に作用する張力に関する研究を中心に行っ
た。

3．　係留法の選定

　浮体式水産施設には、養殖用小割生簀、カキやホタテ貝等の垂下筏をはじめ

として、浮消波堤、音響給餌ブイ、海域環境モニタリングブイ、などの多くの

施設が使用されている。　これらの施設の係留方法は、施設の重要度、使用用途、

使い易さ、経済性等さまざまな理由によって、使い別けられている。

　ここでは、現状使用されている水産施設の係留方法に関して実験を行い、波

浪中における浮体の動揺量、係留索張力を比較することによって、浮魚礁に適

合する係留方法を検討する。

3．1　実験概要

　実験は、増養殖水理実験棟内の深水不規則波水槽（長さ100m，幅1m，水深2m，

を用いて行った。供試模型は円柱（直径B：14cm，長さL：90cm）を用いて、Fig．

1に示すような実験システムにより実験を行った。また、係留方法はFig．2に

示す4種類（緊張係留、弛緩係留、中間シンカー付き弛緩係留、中間浮子付き

弛緩係留）を用い、初期係留索張力、中間シンカーの形状、中間浮子の位置等

を変化させることによって9種類の係留系の実験となった。なお、この実験で

は、係留方式の違いによる浮体動揺、係留索張力の変化を検討することを主目

的としたため、浮力体の形状（円柱）および喫水（d＝4cm）を一定とした。

　実験に使用した波は規則波とし、周期は（Ｔw＝1．0，1．4，1．8，2．2，2．4，2．6，3．0，

3．4sec）8ケース、波高は（H＝3，6cm）2ケースとした。ただし、周期1．8，2．

2secでは、波高変化（H＝3，6，9，15，20，30cm）を行った。また、定常外力として

潮流力等が作用した場合を想定した実験も行った。なお、模型の縮尺は、1／25

とした。

　それぞれの実験において、模型の動揺は加速度計、係留索張力はリングゲー

ジ、波高は容量式波高計を用いて計測した・

3．2結果および考察

　Fig．3～Fig．5は、波浪中における模型の上下方向加速度を示し、Fig．6～Fig．

9は係留索に作用した変動張力の結果を示す。それぞれの結果の無次元化およ

び記号の説明は、Table 1のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　一2一



　巡魍抽
　捌四曝
　畏ee　R‡出ガ曜
　酬圧gz蝿
　●●●…　　o●　　　　　　　　　　　　　　　　　　四9’0　　　血O’l

　bOOD－JK
　　　　　　　　　　　　　　　　　b卜
　　鯉　　遡　　　　　　　　ヤ
中　蝋　 細　　　　　　　 楼　　　　食
記　（∋顛R糊　　　　　　　　雪　　　　　彰
b遡驚鰹麟瓢
紹躍温匝偏e　　　　　　　　　ヤ
鴇暴畑牒　　　　　　濤　　　9よ」●●●●”●D。●　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　δ　　ロロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くつ　　　　　　　　　　　　　　　　レ

禧く僑3μq
美く　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヤ

副柊♂　　　　　　　　陰　　　　婁

←一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・』〉　　　　　　　　　　　浬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　邸
　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　製
　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　Table　１　無地源化および記号
　　　　　　　　　旺
　　　　　　　1　　　　　　　　　　　赤　　　　　　　　　　 駆

　　　　　　　ト　　　　　　　　　　　トー　　　　　　　　　　　レ」
　　　　　　　賛　　　　　　　ハ　　　　　（　麟
　　　　　　　⊃　　　　　　　　　　　1　　　　　　　望　　騨
　　　　　　　　　　　　　く　　　H　　　　　　　8
　添↓l　　l　妻　串　　　　墨
　　　　　　　れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロヒ

　I　　Iトト　←　　　r・　　着　　　建巴　ト　　　申　　　　　↓　　　麟　　　迷
　熱　　　ム　　　　　　　　　騨　　　鰹
　ハ　　　“　　　　　　　　　圃　　　慧
　一　　　　　　　　　　　　　　　迷
　　　　　　　　　　伺　　　e　　　ξヨ　　　　　　　　（
　　‘　↓　　　←　響　錘　　　　ぎ
　　　　　　　　　　　　　磁　　　聞　　　　　　　　）
　　　　　．＼　　　　　　　　　　　　　肚　　螺　　　　　　3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　Rr　　　　　　　　　　　　　　　　　　P　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　 旦口　　　　　　　　　　　　　　　 ト

　　　　　　　　　　　　　　　　　マの　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　怜忙　　　　　　　　　　　　　　　　●●　　　　　←　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　bO　　　　　　　晶　　　　　　　　　　　　　　　　　 rr

　　　　　　　　　　　　　，一　　　　　既　　　　　　　　　　　　　卜．
　　　　　　　　　　　　　山　　　　　m　　　　　　　　　　　　郎　　　　　　　　　　　　　　　　　曝　　　　　　　　言
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　際
　　　　Fig.2　実験に使用した各種係留法
o

　　　　　　　　　　　　一3一



　Fig．3から、定常外力が作用しない状態では、波長変化に対する上下方向の

応答加速度量はほぼ一定で変化は少なく、係留方式の違いによっての差として

緊張係留と弛緩係留の差が現れた。すなわち緊張係留方式の場合、弛緩係留に

比べて応答加速度が大きく、同じ緊張係留方式でも余剰浮力の大小によって応

答量が異なることが判った。

　Fig．4は、定常外力が作用した場合についての上下方向加速度の応答量を示

しており、係留方式は緊張係留方式を除くすべての係留方式の結果である。　こ

の結果より、水深の1．25倍の係留索長で単純に1本のクレモナロープで係留し

た弛緩係留（以下単純弛緩係留という、図中□印）を除き、潮流の影響は少な

く、加速度応答量は波長変化に対してほぼ一定であった。単純弛緩係留に関し

ては、波長が長くなるにしたがって応答量が大きくなり、最大では中間シンカ

ー付き係留等に比べて10倍程度大きな値となった。

　Fig．5は、周期1．8sec、定常外力無しにおける波高変化に対する加速度応答

の結果を示している。　この結果から波高変化に対する加速度応答はほぼ一定の

値を示し、緊張係留方式と弛緩係留方式に差が見られ、緊張係留方式では弛緩

係留方式の2倍から5倍の応答値であった。

　Fig．6は、定常外力が作用しない状態での波長変化に対する係留索張力の結

果を示し、緊張係留方式と弛緩係留方式による結果を比較したグラフである。

結果から、係留方式による差が明確となり、緊張係留は弛緩係留に比べて200

倍から400倍の変動張力が作用した。

　Fig．7は、定常外力が作用した状態における係留索張力の結果であり、弛緩

係留方式のみの結果を比較したものである。この結果から、波長変化に対して

単純弛緩係留、中間シンカー、および下チェーン方式に関しては、係留索に作

用する変動張力が変化し、波長が長くなるにっれて大きくなる傾同を示した。

　Fig．8は、定常外力が作用しない状態における波高変化に対する係留索張力

の結果を示している。この結果より、緊張係留と係留索の中間にブイを入れる

中間ブイ方式では、100倍以上の差が有り、中間ブイ係留以外の弛緩係留方式

との比較においても20倍以上の係留索張力が作用した。また、中間ブイ方式以

外の係留方式で作用した係留索張力は、波高変化に対してほぼ一定の値を示し、

波高に比例して増加することが確認された。中間ブイ方式にっいては、2ai／B＝

1．0までは緩やかに低下し、以降波高が高くなるにしたがって増加する結果と

なったo

　Fig．9は、定常外力が作用した状態における波高変化に対する係留索張力の

結果を示しており、弛緩係留方式のみの比較を示した。結果より、単純弛緩方

式および下チェーン方式に関しては、波高の増加に対して作用する係留索張カ
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は減少傾同にある。それ以外の係留方式に関しては、波高の増加に伴い緩やか

な増加傾向を示した。結果として、小さな波高に対して、係留方式による作用

索張力の差が100倍近くあったものが、大波高時には10倍程度まで差が縮小す

ることが確認できた。

3．3まとめ

　以上の実験結果から、係留方式および定常外力の有無によって、係留浮体の

動揺および係留索張力は大きく変化し、以下に示す特性を確認することができ
た。

1）　上下方向加速度応答量は、緊張係留と弛緩係留の差はあるものの大きな差

は無く、波長および波高変化に対してほぼ一定の大きさであった。ただし、定

常外力が作用する状態における単純弛緩係留にっいては、波長が長くなるにつ

れて応答量は増加する傾向にあった。

2）　係留索張力に関しては、係留方式により大きな差があり、特に緊張係留と

弛緩係留では最大400倍の差が生じた。また、定常外力の作用時における係留

索張力では、弛緩係留方式間でも最大100倍程度の差が確認され、単純弛緩係

留方式は定常外力作用時には緊張係留と同様の傾向であった。

3）　浮体動揺および係留索張力を抑える係留方式は、中間シンカー方式、上チ

ェーン方式が好ましく、浮体動揺のみを抑えるためには中間ブイ方式が有利で

ある。

4）　緊張係留および単純弛緩係留を適用する場合は、海域特性や使用用途との

整合を図る必要がある。
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4．　波力および波圧

　係留された浮魚礁の波浪中の動揺、係留索に作用する変動張力を算定するた

めには、波浪中において作用する波力を算定する必要がある。　しかし、浮魚礁

のように、水面近傍に保持され、浮力体が小さい、作用する波高が相対的に大

波高となる浮体に作用する波力を理論的に求めることは困難である。このため

実用的な算定方法を提案するため、基礎的な実験を行うこととした。

　また、浮体の構造強度を決定するための波圧に関しても、係留方式によって

浮体動揺が大振幅となった場合、浮体動揺の影響を受ける可能性があるため、

波圧に関する実験も行った。

4.1 実験概要

　実験は、係留実験と同様の深水不規則波水槽を使用した。波力実験に使用し

た模型は、直径14cmおよび8cm、長さ90cmの円柱を用いて、Fig。10に示す状態

で水中に設置した。模型設置位置は、静水面から模型中心までの距離を、直径

14cmの円柱で、0、＋2．33、＋7.0、＋10cm（鉛直下向きを＋とする）、直径8．5cm

で、　0、＋4．25、＋10cm（順にA，B，C，D，E，F，G　Typeとする）とした。

　実験データの取得方法は、波力については防水型2分力計（10Kg）2台を用い

て、Fig．11に示すシステムで力の水平成分Ex、鉛直成分Eyを得た。波高は、容

量式波高計を模型の前方および後方に設置し、入射波高および透過波高を求め

た。力および波高のデータは、ペンレコーダーに書き出すとともに、データレ

コーダーに収録した。　なお、入反射波の波高については、合田らの反射波分離

法を用いて求めた。

　波圧実験については、使用水槽は波力実験と同様で、模型は直径14cmの円柱

を使用した。模型は、均一素材からなる係留索を用いてFig．12に示すように、

係留索長を水深の1．2倍から0．6倍として、水槽内に定位させた。圧力は、模型

中央の側面（水平方向圧力Ph〉と底面中央（上下方同圧力Pv）に圧力センサーを設

置し、測定した。波は規則波とし、周期は1．2，1．4，1．6，1．8secの4種類、波高

は3，9，15，20，30，40c而から4種類を選択して、実験を行った。

　　　Table2　無次元化および記号

　　　　無次元表示
　　　E／ρga1 BL　　E　：波力　　　　k　：波数

　　　　kB／2　　　　　Ex：水平波力　　Ey：上下波力

　　　Ex／ρga1 BL
　　　EY／ρga1 BL
　　　　2a1／B

　　　　　　　　　　　　　　　　　一10 一-



4．2　結果および考察

　Fig．13～Fig．16は、ポテンシャル理論および実験から求めた波力の結果を示

したもので、無次元化および記号はTable2に示したとおりである。

　Fig．13、14は、　2次元特異点分布法により得られた計算結果と模型の直径と

比較して相対的に小さな波高に関する波力を比較したものである。Fig．13、お

よびFig．14ともに良い一致を示しており、実験方法および解析方法については、

問題が無いことを確認できた。なお、設置水深はFig．13がATypeで、模型の直

径の1／2が静水面となるケース、Fig．14がB　Typeで、模型の直径の2／3が没水

の状態のケースである。

　Fig．15、16は、周期1．8secにおける波高変化に対する波力の結果を示したも

のである。Fig．15に示した水平方向波力にっいては、直径8．5cmの場合の傾向

は、2a1／Bが2までの範囲では僅かにばらつきが認められるものの、2以降では

ほぼ一定の値を示した。この傾向は直径14cmの模型にっいても同様に確認でき

た。Fig．6の上下方向波力については、模型の一部が静水面上に出ている場合、

2a1／Bが2までは徐々に単位波高当たりの波力は減少し、その後ほぼ一定の値と

なり、　ピークの1／2ないし1／3程度の値であった。　これに対して、完全没水とな

るC，D，F，G　Typeでは、2a1/Bが2まで徐々に単位波高当たりの波力は増加し、そ

の後はほぼ一定の値となり、小波高時の2倍程度の値を示した。なお、周期1．

2，1．5，2．2secにおける結果についても、単位波高当たりの波力の大きさについ

ては、多少の違いは認められたものの、Fig．15およびFig．16と同様の傾向であ

ることが確認された。

　以上の結果から、浮魚礁の浮体部分が水面付近に位置し、入射波の振幅が浮

体の寸法より大きくなった場合では、浮体に作用する波力は浮体の喫水に関係

なくほぼ同様の値となる。　また、線形理論計算による結果とは大きな差異を生

じ、浮魚礁の設計波高に対する波力に関しては、これまでの推定法とは異なる

新たな推定法の必要性を感じた。

　圧力に関する結果をFig．17～24に示した。Fig．17～20は水平方向圧力、Fig・

21～24は上下方向圧力である。横軸および縦軸は、無次元の周期および圧力を

示し、無次元化はTable3のとおりである。また、図中の記号は波高別の圧力

の結果を示しており、○、△、□、●の順で波高が高く、●は各周期における

最大波高を示している。

　Fig．17～20の水平方向圧力の結果より、Fig，17の単純弛緩係留を示す係留索

長さ1．2hの場合は、周期が短くなるにつれて、また波高が高くなるにしたがっ

て、作用圧力は大きくなる傾向を示し、最大圧力は０．46w。Rであった。Fig．18
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～20の結果は、周期が短くなるにつれて圧力は低くなる傾向を示し、波高に対

してはFig．18の0.9hの場合を除き、ほぼ一定の値であった。最大圧力は浮体位

置が水面に一番近い0．9hの場合に発生し、0．88w。Hであった。　この場合より浮

体部の位置が深い0．8h，0．6hになるにしたがって、圧力は低くなり、緊張係留

の場合でも浮体水深が深ければ作用圧力を低減できることが確認された。

　また、水平方向圧力全体の結果から、水面付近に浮体部が有る場合に作用圧

力は最大となり、水面上に浮体部がある場合は作用圧力の結果より、緊張係留

方式より単純弛緩係留のほうが作用圧力は小さく、安全であることが確認され
た。

　Fig．21～24の上下方向圧力の結果からも、水平方向圧力と同様の傾向が確認

された。また、各ケースにおける最大圧力に関しても、1．2hの場合が０．44、0．

9hの場合が0．86、0．8hの場合が0．52、0．6hの場合が0．3と、水平方向波圧とほぼ

同様の値を示し、波高に比べて浮体寸法が小さい場合には方向に関係なく作用

する圧力は一定となることが推察できる。

4．3　まとめ

　波力および圧力に関する実験結果より、以下のことが確認された。

1）　水面付近に定位する浮体に作用する波力は、浮体寸法に比べて入射波の波

　高が相対的に小さい場合には、理論計算の結果と良い一致を示し、浮体位置

　の多少の差が波力にも影響する。

2）　相対的に大きな波が作用した場合は、非線形性が強く、既存の算定手法で

　は推定が困難である。ただし、大波高になるにしたがい、浮体位置の多少の

　差は、波力に影響せず、一定値に近ずく傾向が認められた。

3）　係留された模型に作用する波圧の測定結果より、水面付近に浮体が定位す

　る場合に作用する圧力は最大となり、浮体の設置水深が深くなるにしたがっ

　て作用する波圧は減少する。

4）　緊張係留と弛緩係留では、浮体が定位する水深が同一であれば、緊張係留

　のほうが大きな圧力が作用し、浮体および係留索の安全性の上で不利である。

5）　浮体に作用する波圧は、浮体が入射波の波高に比べて小さい場合、浮体の

　部位や方向に関係なく、一定の圧力が作用する。
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　　　Fig．12　圧力計測システム

　　　Table 3　無次元化および記号

　　　　　　　無次元表示　　　　Ph：水平方同圧力

　　　　　　　　　　　　　　　Pv：上下方向圧力

　　　　　　　Ph／w。H　　　　w。：水の単位体積重量

　　　　　　　　　　　　　　　H　：波高

　　　　　　　Pv／w。H　　　　ω　：円周波数（＝2π／T〉

　　　　　　　　　　　　　　　T　：波周期

　　　　　　　ω2B／g
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　　　　　　　　　　　　　　（上下方向圧力、係留索長1．2h）

P　v

WoH

　　　1

　　　　　　　　　□

　　　　　　　　　魯
　　　　　　　　　　　　　　2　　　　▲　　　　　　　●

　　Q5　9　歯　　日　　　・
　　　　　　　　　　　　　　・　　　a　　　　　　△

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○

　　　　　　　　　禦
　　　O　　　　　　O．2　　　　　　　　　　0．3　　　　　　　　　　0．4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－B
　　　　　　　　　Fig．22　係留浮体に作用する波圧　　　　　　　　　9
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5．　結言

　本研究より、以下のような結果を得ることができた。

1)　係留方式の違いにより、浮体施設の動揺および係留索に作用する変動張力

　に大きな差が生じる。特に、緊張係留と弛緩係留の差は大きく、浮魚礁の係

　留については弛緩係留とすることが望ましい。

2）　水面付近に定位する浮体に作用する波力は、浮体が入射する波高に対して

　相対的に小さい場合には、ポテンシャル理論等の線形計算とは異なる値とな

　る。また、波高が大きくなるにしたがって定位する位置の違いが少なくなり、

　一定の値に近づく。

3）　浮体に作用する波圧は、浮体が水面付近に定位するか否かによって大きく

　変化し、係留方式によっても異なる。特に、水面付近に緊張係留された場合

　に大きな圧力が作用する。

4）　浮体寸法が入射波高に比べて小さい場合、作用する圧力は浮体の部位に関

　係なく一定の値となる。

　これまでの研究は室内実験を中心とし、実際の浮魚礁とは異なる模型による

もので、基礎的な問題を検討した。結果としては、設計上の問題点が明確とな

り、沿岸漁場整備開発事業構造物設計指針の改訂において、解決案を提示する

ことができた。

　今後は、実海域に浮魚礁を公共事業として設置する場合の問題点について検

討する予定である。特に、化学繊維素材を主体とする簡易型浮魚礁の耐久性に

関する研究は急務であり、緊急課題として取り組む必要がある。
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